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システム等標準化について
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各地方自治体の業務プロセス、情報システムがバラバラ 標準的な仕様によるシステム調達・サービス利用

現状 標準化後

自治体間で重複して類似のシステム整備をすることにより
国全体としての人的・財政的負担が大きい

単独利用ではAI、RPA等の先端技術を活用しにくい

ベンダロックインにより競争が働かず割高

住民・企業等にとって手続きが不便

・自治体が共同利用することによる割勘効果による財政的
負担の軽減
・仕様を標準化することに計画・調達及び契約等に係る人
的負担の軽減

共同利用による先端技術の導入パターン化（標準化）と
割勘効果によるAI、RPA等の先端技術の導入促進

ベンダ間の競争促進による調達コストの低減

様式統一・オンライン化による住民・企業等の利便性向上

システム整備の
主体

先端技術の
導入状況

システム事業者
の競争環境

業務の
統一状況
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国の定める標準仕様により構築される

自治体情報システムの標準化・共通化とは、国が特定する業務に係る情報システムを、標
準仕様に従って構築することです。国全体の財政的負担の軽減などを目的としています。

自治体情報システム標準化・共通化の目的
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（吹田市システム等標準化方針より抜粋）
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凡例

内閣府

児童手当

総務省

住民記録

選挙人名簿管理

固定資産税

個人住民税

法人住民税

軽自動車税

文部科学省

就学

厚生労働省

国民健康保険

国民年金

障害者福祉

介護保険

生活保護

健康管理

児童扶養手当

内閣府及び
厚生労働省

子ども・子育て支援

第1グループ

第2グループ

業務プロセス・情報システム標準化の検討対象業務(20業務)

後期高齢者医療

自治体情報システム標準化の対象業務

情報システム標準化対象として挙げられている20業務は、住民記録、第1グループ及び第2
グループとグルーピングされ、国にて段階を追って標準化に向けた検討が行われています。

法務省

戸籍

印鑑登録

戸籍附票
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（吹田市システム等標準化方針より抜粋）



© 2022. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.5

システム等標準化方針の位置づけ

本市では、自治体情報システムの標準化・共通化への対応に向けて、各システム所管室
課の判断を超える本市の共通方針を示す「システム等標準化方針」を作成しました。

背景 標準化法により、令和７年度までに国が特定する20業務について、自治体情報システムの標準化・共通化
（吹田市では「システム等標準化」という）への対応が必要となる

システム等標準化を国の施策として受け身で捉えるのではなく、業務を抜本的に見直すこと
のできる好機と位置づける

標準化の目的

国が特定する20業務に係るシステムに加え、それらのシステムとデータ連携を行う標準化の対
象外のシステムにも影響が及ぶ。そのため、所管を超え協調してプロジェクトを進めていく必
要がある

影響範囲

現在利用している共通基盤が令和６年度で保守期限を迎える。自治体情報システムの共
通化・標準化により対象システムはガバメントクラウドにリフトしていくため、次期の共通基盤
の在り方を検討する必要がある

標準化以外の課題

ポ
イ
ン
ト

システム等標準化方針の策定

位置づけ

標準準拠システムへの移行が求められるシステム及び、システム等標準化に伴い影響を受けるシステムについて、各システム所管
室課の判断を超える本市の共通方針を示すもの。

システムの標準化対応方針の基本は、システムの再構築（Aパターンと呼称する）とするが、現行システムの構築年度から10年
を経過していない等の理由がある場合は現行システムのバージョンアップ対応（Bパターンと呼称する）も可としている。

（吹田市システム等標準化検討会議資料より抜粋）
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令和7年度
(2025年度)

令和6年度
(2024年度)

令和5年度
(2023年度)

令和4年度
(2022年度)

令和3年度
(2021年度)

令和2年度
（2020年度）

住民記録システム

第1グループ

標準仕様第1.0版
取りまとめ

システム開発
移行

他業務連携等
調整

システム開発 移行

基
準
の
省
令

標準仕様作成

システム開発 移行
基準の
省令

共通検討事項

非機能要件・SLAの検討

調査研究
(第1次、第2次)

第2グループ

データ要件・連携要件の検討

ガバメントクラウドの提供

標準仕様作成

凡例: 国の作業 自治体の作業

自治体情報システム標準化のスケジュール概要（R2.9 総務省作成）

国で標準仕様をまとめ、それを受けて自治体ではシステム開発などを行い、現行システムか
ら標準仕様に対応したシステムに移行します。
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（吹田市システム等標準化方針より抜粋）

※SLA：
Service Level Agreement
サービス水準合意
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令和7年度
(2025年度)

令和6年度
(2024年度)

令和5年度
(2023年度)

令和4年度
(2022年度)

令和3年度
(2021年度)

令和2年度
（2020年度）

住民記録システム

第1グループ

標準仕様第1.0版
取りまとめ

システム開発
移行

他業務連携等
調整

システム開発 移行

基
準
の

省
令

標準仕様作成

システム開発 移行
基準の
省令

共通検討事項

非機能要件・SLAの検討

調査研究
(第1次、第2次)

第2グループ

データ要件・連携要件の検討

ガバメントクラウドの提供

標準仕様作成

凡例: 遅延 後続遅延

自治体情報システム標準化のスケジュール（R4.10現在）

現時点で総務省作成のスケジュールからは年単位の遅れがみられ、特に全てのシステムの
進捗に影響を与えるガバメントクラウドの提供に２年の遅れが発生しています。

7

標準仕様第3.0版
取りまとめ
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令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

国

住記・税

その他
Aパターン
（再構
築）

その他
Bパターン
（Ver.Up
）

共通基盤

住記・税は令和6年12月、その他システムは令和8年3月に標準準拠システムへ移行予定
です。標準化に向けて現行共通基盤を改修し、その後次期共通基盤を再構築予定です。
国のスケジュールに影響を受けない部分については、先行して作業を進めます。
吹田市移行スケジュール

8

ガバメントクラウド提供

RFI・概算見積取得
△R4/9:予算要求

調達 △R5/6:契約
Fit&Gap

開発 △R6/12:本稼働

RFI・概算見積取得
△R5/9:予算要求

調達 △R6/6:契約
Fit&Gap

開発
R8/3:本稼働

△

△R6/9:予算要求
△R7/4:契約変更

Fit&Gap

バージョンアップ
R8/3:本稼働

△

△R5/9:予算要求（庁内側改修）
△R6/4:契約（庁内側改修）

庁内側連携改修 △R6/12:改修完了

ガバクラ基盤開発
R8/3:2次稼働

△

△R6/4:契約（ガバクラ側）調達
△R5/9:予算要求（ガバクラ側）RFI

概算見積取得

△R4/下期:ガバメントクラウド先行事業調査結果公開（想定）

△R6/10:1次稼働

ガバメントクラウド先行事業

△R4/夏:第1G標準仕様書改訂
△R4/夏:第2G・データ要件・連携要件標準仕様書公開

（吹田市システム等標準化方針より抜粋）

※RFI：
Request For Information
情報提供依頼書

※Fit&Gap：
標準パッケージシステム導入の際に、

パッケージが既存の業務フローに適合
（Fit）している点と乖離（Gap）してい
る点を明らかにすること。
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システム等標準化に係る国の動向と本市全体の取組状況

令和4年8月31日に国から多くの資料・仕様書が公表されています。本市は各資料・仕様
書の確認及び影響分析を実施中であり、国への意見照会にも積極的に参加しています。

国の動向 本市の取組状況国の資料・仕様書

業
務
の
標
準
仕
様
書

住記

第１グループ

第２グループ

データ要件・連携要件
標準仕様書

非機能要件の標準

共通機能標準仕様書

標準化基本方針

ガバメントクラウドの
利用に関する基準

令和4年8月31日に第3.0版を公表

令和4年8月31日に第2.0版を公表 ※就学を除く

令和4年8月31日に第1.0版を公表

令和4年8月31日に第1.0版を公表

令和4年8月31日に第1.1版を公表

令和4年8月31日に第1.0版を公表

第1.0版の公表が令和4年8月31日予定から
1か月半程度公表が遅延
※第1.0版(案)を令和4年8月31日に各自治体へ展開

第1.0版の公表が令和4年8月31日予定から
1か月半程度公表が遅延
※第1.0版(案)を令和4年8月31日に各自治体へ展開

各所管室課及び現行システムの事業者で、
改版及び新規に公表された仕様書の内容
を確認中

情報政策室で、改版及び新規に公表され
た仕様書の内容を確認し、現行システムの
機能や運用への影響を分析中

情報政策室で、国から展開された第1.0版
(案)の内容を確認し、意見照会を令和4年
9月16日に国へ提出

20
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各所管室課の予算要求の状況

住民記録関連、税務、国民健康保険及び共通基盤システム等について、システム等標準
化に関連する来年度予算を要求する予定です 。

対象業務 令和5年度予算要求所管室課

市民課

資産税課、市民税課、税制課、
納税課、債権管理課

学務課

住民記録、印鑑登録、戸籍附票

固定資産税、個人住民税、
法人住民税、軽自動車税

就学

選挙管理委員会事務局 選挙人名簿管理

高齢福祉室 介護保険

国民健康保険課
国民健康保険

後期高齢者医療

生活福祉室 生活保護

子育て給付課 児童手当、児童扶養手当

保育幼稚園室 子ども・子育て支援

成人保健課、母子保健課、地域保健課 健康管理

戸籍

国民年金

あり ※コンサル、構築

あり ※コンサル、構築

あり
※保守期限により令和6年度に
標準準拠ではない後継システム
へバージョンアップが必要

なし

なし

情報政策室 なし
※但し共通基盤への影響あり

あり
※コンサル

移行予定時期

令和6年度

令和6年度

令和6年度

令和7年度

令和7年度

令和7年度

令和6年度(改修)
令和7年度(再構築)

あり ※コンサル

障がい福祉室 障害者福祉

グループ パターン

あり ※Fit&Gap

その他/2 A

2 A

その他 A

1 A

1 A

2 A

2 A

2 A

1

2

2

2

2

1

B

調整中

A

A

調整中

A

（移行パターンは令和４年３月末時点回答）

ー

あり ※コンサル

あり ※コンサル

※グループ：p4掲載。国の示す標準仕様書の発出単位。 パターン：p5掲載。標準システムへの移行パターンを示すものであり、Aパターンはシステム再構築、Bパターンはシステムのバージョンアップ。
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今後対応すべき課題として、主に以下の３点が挙げられます。

対象業務課題内容

現行システムのベンダーがシステムの標準化対応を行わないことを決定しており、新たに標準化対
応したシステムの構築ベンダーを探さなければならない。全国的に同時進行の取組につき、供給市場
の枯渇が懸念される。

市独自業務を多くカスタマイズ対応している現行システムと標準準拠システムには多くのGapが生
じることが想定されており、標準準拠システムと同時に市独自業務を遂行するための補助システム及
びツールの導入が必要となることが想定される。

国民年金
選挙人名簿管理

障害者福祉
健康管理

国から提示される各システムの仕様書に未確定要素が多く含まれる、およびガバメントクラウド利
用の料金体系が示されていない状況であり、ベンダーへ見積依頼をおこなっても未確定要素への対
応を盛り込んだ見積となってしまい、見積額が高くなる。

全体



© 2022. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.
12

End of the documents.


